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調査要領 

調査対象 

回 答 数 

上場企業および未上場企業のうちから任意に抽出した約3,500社の人事部長を対象に、郵送によるアンケート調査方式で実施。 

回答のあった116人（社）について集計を行った。集計対象企業の内訳は以下の通りである。 

調査時期 2007年6月上旬～6月下旬。 

▼　集計対象企業の内訳    
 

（単位：％、（　）内は社数） 
 

産業・規模 合　　計 製  造  業  非製造業 

規模計 
１,０００ 人 以 上 
３００ ～ ９９９ 人 
２９９ 人 以 下 

100.0（116） 
100.0（ 61） 
100.0（ 34） 
100.0（ 21） 

48.3（56） 
55.7（34） 
50.0（17） 
23.8（ 5） 

51.7（60） 
44.3（27） 
50.0（17） 
76.2（16） 

アメリカ経済の動向や石油価格の高騰など不安定要因はあるものの、わが国経済はいぜんとし

て景気拡大傾向にあります。一方、このような経営環境の変化を受けて、企業が重視する経営課題

や人事部門に求められる役割にも変化が見え始めています。 

民間のシンクタンクである産労総合研究所（代表：高橋邦明）では、各社の人事部長を対象に「人

事部門の現状と今後の役割に関する調査」を実施して、その動向を探ることにしました。このほど、

調査結果がまとまりましたので、ご報告いたします。 

 

■主な調査項目 

①各社における組織改革、経営改革に実施状況、②成果主義人事の導入状況とその効果、 

③女性社員、高齢者、非正規社員の活用状況、④人事部門の役割と課題、グロ－バル化への

　対応、⑤人事スタッフのキャリアと育成など。 



【調査結果のポイント】 

１．成果主義型の人事制度を導入した（予定も含む）企業は約８割（81.9％）。しかし、こ
　　のうち、導入後に「評価制度」や「給与制度」などの大きな見直しを行った企業も約６
　　割（64.0％）に達している。 

２．人事部門として強化すべき方向は、「全社的なモチベーションを高める」が最も多く約
　　７割（70.7％）と、成果主義で疲弊感のある職場での、現下の最大の人事課題となって
　　いる。  

３．人事制度改革はすでに終了し、バブル崩壊から復活する兆しが見え始めた2002年頃を
　　境として、「関連会社などのグループ再編」、「組織のフラット化」などの組織改革が
　　増え始め、全体（予定を含む）で７割（74.1％）の企業が組織改革を実施するなど、成
　　長のための準備を完了させた。 

４．人事部門が強化すべき役割は、「次世代育成」がトップで約４割（41.4％）で、「幹部
　　候補社員の研修」が課題。 

５．今後は「女性社員の活用を積極的に推進したい」とする企業が約８割（77.6％）。しか
　　し、現実は「女性社員の活用は十分なされていない」とする企業が、1,000人以上の大
　　企業でも約４割（39.3％）。 

６．非正規社員の社員化では、「社員化を促進したい」が約３割（35.3％）、一方、「とく
　　に推進する考えはない」も約６割（61.2％）あるなど、対応が分かれる。 
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■企業改革はほぼ終了－今や改革の成果が試される段階に 
～組織改革、経営改革、人事制度改革は７割以上の企業が実施～ 
 

企業における「ミッション・ビジョン・バリュー」の見直し状況、そして「組織改革」、「経

営改革」、「人事制度改革」などの実施状況を聞いてみた。 

まず、「ミッション・ビジョン・バリューの見直し」では約７割（68.1％＝「見直しを実施」

57.8％＋「現在見直し中」10.3％）の企業が見直しを進めている。次に「組織改革」では約７割（74.1

％＝「実施した」63.8％＋「予定である」10.3％）の企業が、そして「経営改革」では同じく７

割（70.7％＝「実施した」59.5％＋「予定である」11.2％）の企業が、さらに「人事制度改革」で

成果主義人事制度の導入では約８割（81.9％＝「導入した」76.7％＋「予定である」5.2％）の企

業が改革を進めている。 

以上のように、企業における各種企業改革の実施状況（予定も含む）は、約６～８割とかなり

高い（図表１参照）。バブル経済崩壊の長い苦闘の時代を経て、各企業では競って諸改革が進めら

れたことを物語っている。そして、各企業における諸改革もほぼ終了し、今や“改革の成果”が

試さる段階を迎えていると判断される。 

一方、組織改革を実施した年度と人事制度改革を実施した年度を比較すると、人事制度改革が

すでに終了した感があるのに対し、組織改革は2002年以降から増加しており、2007年が最多とな

っている（図表２参照）。 

１　組織改革、経営改革、人事制度改革の実施状況 




